
  

市場機能への配慮が必要な 

運輸部門の CO2削減策 

 
 

 2000 年以降の地球的規模での温室効果ガス排出削減・抑制目標の設

定を図る､ 気候変動枠組み条約第３回締約国会議 (温暖化防止京都会

議：COP３) が､ 12 月に開催されるのを前に､ 地球温暖化問題への関心

が高まっている｡ 

 温暖化防止に最も問題となる温室効果ガスは二酸化炭素 (CO2) である

が､ わが国では特に運輸部門の排出量増加が著しい｡ そのため多くの対

策があげられているが､ 政策誘導性の高いモーダルシフトや公的交通機

関等の利用促進もさることながら､ 効果的で実現性の高い削減策には､ 

燃料費､ 税額などで利用者にメリットのある自家用車の燃費改善や､ トラ

ック輸送での提案型事業による自営転換など､ 市場主導性が強く効果も

大きいとされる対策に力をいれる必要がある｡ 

   

１． 地球温暖化問題への関心の高まり 

(1) 多くの弊害をもたらす地球温暖化 

 地球の温暖化は､ 海水位上昇による低地の水没､ 異常気象発生などか

らの食糧生産減少､ 降水量の変化による水資源不足などの問題をひきお

こすほか､ 疾病の増加､ 死亡率の高まりをもたらす危険性がある｡ 

 地球温暖化は､ 大気中の温室効果ガス濃度の上昇によりもたらされる｡ 

人為的に排出される温室効果ガスには､ CO2､ メタン､ 亜酸化窒素､ フロン

などがあるが､ このうち最も問題とされているのは､ 化石燃料の大量消費

による CO2濃度の上昇である｡ 産業革命以降 CO2濃度は上昇が著しく､ 

1994 年までに約 28％上昇した｡ 特に 1950 年以降上昇は加速し､ 大幅な

気温の上昇につながっている (図表－１)｡ 

 産業革命以降排出された温室効果ガスのうち地球温暖化への影響 (直

接寄与) が最も世界全体で大きいのは､ CO2で 63.7％である｡ わが国の 

93 年単年では 94.4％と CO2の影響がさらに著しい｡ 
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(2) 国際的取組みは 80 年代から 

 地球温暖化についての本格的な組織的研究は 80 年代になってから開

始された｡ 88 年には気候変動に関する政府間パネル (IPCC) 第１回会合

が持たれ､ 92 年に採択された大気中の温室効果ガスの濃度安定化をめ

ざす気候変動枠組条約には､ 地球サミットで 155 カ国が署名した｡ この条

約により､ 先進国および旧ソ連・東欧諸国には､ 2000 年の温室効果ガス

の排出総量を 1990 年の水準に戻すための政策､ 措置をとる義務が課さ

れた｡ その後条約締約国会議が２回持たれ､ 今年 12 月京都で開く第３回

会議では､ 2000 年以降の排出抑制・削減目標を盛り込んだ議定書の採

択を図ることが決まっている (図表－２)｡ 
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２． 87 年度以降増加基調にあるわが国の CO2排出量 

(1) 排出量増加の大きい運輸部門､ 民生部門 

 わが国における CO2排出量は､ 第一次石油危機後の 74 年度以降 86 

年度までは低下､ 横這い基調で推移したが､ その後増加基調に転じてい

る｡ CO2排出量の 91.7％ (94 年度) がエネルギー消費関連によるが､ そ

れはさらに産業部門 (39.5％)､ 民生部門 (23.7％)､ 運輸部門 (19.2％)､ エ

ネルギー転換部門 (7.7％) 等に分類される(注１)｡ 

 86 年度までの低下､ 横這いは､ 最大の排出部門である産業部門での削

減によるところが大きい｡ 産業部門での排出量は､ 87 年度以降エネルギ

ー利用の効率改善が頭打ちとなったことからバブル期には増加したが､ 91 

年度以降は再び増加に歯止めがかかり､ 95 年度は 90 年度とほぼ同水

準の排出量となっている(注２)｡ 

 しかし産業部門に次ぐ排出量の民生部門､ 運輸部門では､ 60 年代後半

以降一貫して増加基調にある｡ 第一次石油危機以降 (74～94 年度) の年
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平均排出量増加率は､ 産業部門の 0.5％減に対し､ 民生部門 1.4％増､ 

運輸部門 2.4％増と､ 運輸部門での増加が目立っている (図表－３)｡ 

 このような状況をふまえ､ 以下では運輸部門についての対策の方向性を

検討する｡ 

産業部門：第１次産業及びエネルギー生産転換､ 運輸､ 管理部門を除く第２次

産業 
(注

１) 

民生部門：産業部門の管理部門､ エネルギー転換部門､ 運輸業を除く第３次産

業､ 家計部門 

 
エネルギー転換部門：石炭､石油・天然ガス鉱業､ 石油精製業､ 電気事業､ ガ

ス事業等 

 
ただし本レポートで使用している数値は､ 発電による排出量を､ 各部門の電力

使用量に応じて配分したものである｡ 

(注

２) 
95 年度の数値は､ 算出基準が変更されており連続性はない｡ しかし 90 年以降

の数値が利用でる同基準でも図表－3 と同傾向である。 

 

 
(2) 運輸部門の CO2排出状況 

 運輸部門での CO2排出量増加の背景には､ まず経済成長にともない輸

送量が増加してきたことがある｡ 65～94 年度の間に貨物輸送量 (トンキロ

ベース) は 2.9 倍､ 旅客輸送量 (人キロベース) は 3.0 倍に増加した｡ 

 またモータリゼーションの進行からエネルギー効率の悪い自動車 (旅客

は乗用車) の輸送分担率 (総輸送量に占めるシェア) が増加し､ エネルギ

ー効率の良い鉄道､ 内航海運の分担率が減少したことも大きい｡ 94 年度

のエネルギー消費原単位 (１単位の輸送をするのに必要なエネルギー量) 

をみると､ 貨物輸送においては自動車は鉄道､ 内航海運の各 9.4 倍､ 9.0 

倍であり､ 旅客輸送においては乗用車は鉄道の 6.0 倍である｡ 貨物輸送

における自動車の輸送分担率は､ 65 年度の 26.0％から 94 年度には 

51.3％と約２倍となり､ 旅客輸送の乗用車も 65 年度の 10.6％が 94 年度
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には 51.2％と約５倍となった｡ 

 この結果､ 運輸部門からの CO2排出量の 85.3％ (94 年度) は､ 乗用車､ 

貨物車によるものとなっている (図表－４)｡ 

 

 

３． 運輸部門における CO2排出量削減策 

(1) CO2排出量削減策の分類 

 図表－３の CO2排出量の推移が示すように､ 運輸部門で CO2排出量削

減のためにとられた従来の対策だけでは､ 排出量の削減に至っていない

ばかりか､ 抑制さえも難しい状況にある｡ 

 したがって今後対策を強化する必要があるが､ その主なものは図表－５

に記載のように､ ①直接規制､ ②課税・補助金などの経済的手段､ ③エン

ジン効率の向上､ 軽量化など輸送機関での技術的対策､ ④モーダルシフ

ト､ ⑤公共交通機関等の利用促進､ ⑥効率的な運転・輸送､ ⑦CO2排出

の少ない都市構造の形成に､ 整理・分類される｡ 
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(2) 各対策の効果 

 CO2排出量削減策の強化にあたって､ 考慮されるべき各対策の効果､ コ

ストについて政府により試算されているものは以下のとおりである｡ 

 

①炭素税､ エネルギー税 

 経済的規制のうち炭素税､ エネルギー税(注３)に補助金を組み合わせた４

案について､ 環境庁 ｢環境に係る税・課徴金等の経済的手法研究会｣ の

試算がある｡ ４案のうち運輸部門におけるCO2排出が最も抑制される場合

で､ 2010 年に 90 年比 1.7％増であり､ 非課税の場合の同 7.5％増を下回

るものの減少には至らない (図表－６)｡ 

(注３) 炭素税とは､ 化石燃料のエネルギー消費に､ 炭素含有量に比例して課税す

るもので､ エネルギー税は原子力､ 水力を含むエネルギー消費全体に､ エネ

ルギー量に比例して課税するもの｡ 
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②モーダルシフト､ 積載効率向上など 

 貨物輸送については､ 域間輸送ではモーダルシフトと車両の大型化によ

る輸送効率の向上､ 域内輸送では自家用貨物車から営業用貨物自動車

への転換と低公害車の導入という対策を､ 可能な限りとった場合の通産

省の試算がある｡ これらの対策のうち最も削減効果の高いものは､ 自家

用から営業用への転換 (32.0％減) で､ これは積載率の大きな改善､ 空車

削減による輸送効率の向上のためである｡ これに次ぐのが低公害車の導

入 (4.6％減) である｡ モーダルシフトは排出削減効果が 1.3％減でしかな

い (図表－７)｡ 
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４． 中心となる CO2排出削減・抑制策 

(1) 広範囲の当面計画される対策 

 運輸部門でどの対策が採用されるかの方向性を示すものとして､ 運輸

省より平成 10 年度概算要求・税制改正要求にあたって発表された ｢CO2

削減運輸政策プログラム｣ がある｡ このプログラムに盛り込まれた対策を

整理すると図表－８のとおりで､ 広範囲の対策が計画されている｡ このプ

ログラムではどれだけの CO2排出量削減が見込まれるかは明確になって

いない｡ また各対策の効果の定量的評価は別途行われており､ 2000 年

以降の CO2排出量削減目標は 12 月の温暖化防止京都会議で決定され

る予定であるから､ このプログラム以外の対策がとられる可能性は十分あ

る｡ 
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(2) 市場主導性の高い対策の推進が必要 

 12 月の温暖化防止京都会議に向けてのわが国の案は､ ８月末時点で

はまとまっていない｡ しかし IPCC 第２次評価報告書によれば､ どのような

レベルにせよ CO2濃度の安定化には排出量を現在の半分以下とする必

要があり､ 環境問題に積極的な EU 案は 2010 年に 90 年比 15％の排出

量削減となっている｡ したがって地球温暖化防止のために運輸部門もかな

りの CO2排出量削減が迫られるとみられる｡ 

 これを実現するためには広範囲の削減策が必要である｡ しかし以下のよ

うな対策がその中心として推進される必要があろう｡ 

①旅客は燃費改善､ 低公害車の普及 

 旅客輸送は､ CO2排出量のうち自家用自動車からのものが約 85％ (自

動車全体 90％弱) を占める｡ また自家用自動車は個人的空間を維持しな

がらドアツードアの移動が可能という大きな利便性を持つため公共交通機

関等のベネフィットを増しても輸送のシフトは容易ではないと考えられる｡ 

したがって旅客輸送での対策は､ 自家用を中心としたエンジン効率化や自

動車税制などによる燃費改善と､ 税制等での低公害車の普及促進などを

中心にするべきだと考えられる｡ すなわち利用者の利便性を損なわずに､ 

市場選択の結果として実効のある対策の推進が必要であろう｡ 

②貨物はトラック輸送業での提案型事業 

 貨物輸送においては､ 自家用自動車輸送も排出量の 45％程度を占め

るが､ このうち営業用自動車へ転換可能な部分が相当あるとみられる｡ し

たがって輸送効率の向上により実効性のある排出量削減が可能となる｡ 
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 実際政府が試算した対策のなかでも､ 自家用貨物車から営業用貨物車

への転換 (自営転換) が､ 最も効果が期待されコストも低い｡ たしかに試

算の前提は､ すべての自家用での輸送を営業用に転換するとの極端なも

のである｡ しかし生鮮品の仕入をともなう輸送など､ 貨物の選択の判断を

ともなう輸送を除き実際に相当部分が転換可能と考えられる｡ 

 自営転換の進展には､ 実際に収益の観点から取組みが始まっているサ

ードパーティロジスティックス (３ＰL) とも言われる提案型事業を､ トラック

輸送事業者が推進することが１つのカギとなろう｡ これはトラック事業者が

物流加工､ 情報処理などに踏み込み､ 全体として費用の削減にもつなが

る物流システムを提案し物流業務すべてのとりこみを図ることである｡ 提

案型事業は物流費削減をねらう大手・中堅荷主の輸送だけでなく､ これま

で個々の物量が小さく自家用輸送であった中小､ 自営荷主の輸送も､ シ

ステム的にまとめ効率化することで自営転換を進めよう｡ 

 このような提案型事業は､ 競争激化によりトラック事業者の営業収益の

低迷が今後も懸念されるなか､ 事業範囲の拡大により収益力を強化する

といった方向性とも一致し､ トラック事業者へのメリットが大きい｡ また荷主

にとっても､ 多くの企業で課題とされている物流コスト削減が図れるメリット

がある｡ 

 このように自営転換は輸送効率の改善効果が高いだけでなく､ 以前から

主張されているものの実際の進展がみられないモーダルシフトなど政策誘

導の必要性の高い対策に比べて推進が容易といえる｡ 

 現在のところ､ 運輸部門の CO2排出量は､ 全体の約５分の１であるが､ 

モータリゼーションという変えることが難しいトレンドのなかで､ 近年の状況

が続けばそのウエイトは益々上昇していこう｡ その対策には規制的側面だ

けではなく､ 市場機能にも配慮することが必要であると考える｡ 
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